
【環境関連法令による主要な届出・報告と環境報告ガイドラインとの関連表】 参考資料４

抽出基準： 環境関連法令（条例等は対象外）で規定された環境負荷項目に関する「届出」或いは「報告」のうち、環境報告の主要な記載項目と関連し、かつ適用が特定の業種に限定されないもの。

関連性
有無

内容 △となる理由

エネルギー エネルギーの使用の合理化に関する
法律

経済産業省 工場等に係る措置
 中長期計画の提出(H14)

特定事業者：年間のエネルギーの
使用量（原油換算）が1,500kl以上
である事業者（連鎖化事業者を除
く）

判断基準として定めた合理化目標達成のための
省エネルギーに係る設備投資等についての計画
を記した中長期計画

主務大臣 罰則あり（中長期計画作
成の指針告示2010.3.30)

○ ○ ○ ○ ○

BI-4-2：事業活動における環境配慮の取組に関する目標、計画及び
実績等の総括

OP-1：総エネルギー投入量及びその低減対策
ｱ.総エネルギー投入量の低減対策に関する方針、目標、計画、取組状
況、実績等

ー

工場等に係る措置
 定期報告（H15)

特定事業者：年間のエネルギーの
使用量（原油換算）が1,500kl以上
である事業者（連鎖化事業者を除
く）

設置している工場等におけるエネルギーの使用
量、使用状況、設備の設置、改廃状況等省令で
定める事項

主務大臣 全ての工場等の情報を報
告（罰則あり）テナントも報
告義務 ○ ○ ○ ○ ○

工場等に係る措置
 特定連鎖化事業者の指定、
届出、エネルギー管理統括者
等、中長期計画、定期報告等
(H19)

連鎖化事業者 ①前年度の工場におけるエネルギー使用量（原油
換算）が1,500kl以上であるときは省令で定める事
項
②エネルギー管理統括者、エネルギー管理企画
推進者、エネルギー管理者、エネルギー管理員の
専任

経済産業大臣

○ ○ ○ ○

工場等に係る措置
 特定連鎖化事業者の指定、
届出、エネルギー管理統括者
等、中長期計画、定期報告等
(H19)

連鎖化事業者 中長期計画の提出、定期報告 主務大臣 テナントも報告義務

○ ○ ○ ○ ○

輸送に係る措置
 特定荷主届出（H61)

荷主 前年度の輸送量が3,000万トンキロ以上の場合
その旨

経済産業大臣 事業者単位
○ ○ ○ ○

輸送に係る措置
 計画の提出(Ｈ62)

特定荷主 判断基準として定めた合理化目標に関し、達成の
ための計画を作成(毎年度）

主務大臣
○ ○ ○ ○

輸送に係る措置
 定期報告(Ｈ63)

特定荷主 貨物輸送事業者に行わせる貨物輸送に係るエネ
ルギーの使用量、使用原単位、省エネ措置の実
施状況など経済産業省令で定める事項

経済産業大臣

○ ○ ○ ○

建築物に係る措置
 第1種特定建築物等に係る届
出、指示、報告等(H75)

第1種特定建築主等 以下の措置
・エネルギーの効率的利用のための措置
・熱の損失防止のための措置

所管行政

○ ○ ○

建築物に係る措置
 第2種特定建築物等に係る届
出、勧告等(H75)

第2種特定建築主等（300m3以上の
新築及び改築、増築面積300m3か
つ改築、増築面積の合計が第2種
特定建築物の床面積の1/2以上）

・エネルギーの効率的利用のための措置
・熱の損失防止のための措置

所管行政

○ ○ ○

一般消費者への情報提供
(H86)

一般消費者に対するエネルギー供
給の事業を行う者、エネルギー消費
する機会器具の小売の事業を行う
もの

性能の表示等、一般消費者が行うエネルギーの使
用の合理化に資する情報

一般消費者 努力義務

○ ○ ー ー ○
MP-12：環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
ｱ.環境負荷低減に資する製品・サービス等に対する方針、目標、計画、
取組状況、実績等

ー

地球温暖化 温室効果ガス算定排出量の報
告（H21)

特定排出者：事業活動に伴い相当
程度多い温室効果ガスの排出をす
るもの

主務省令で定めた事項（各年度）
※エネルギー起源CO2の報告は、省エネ法の定
期報告を本法の報告とみなす

事業所所管大臣 報告せず、又は虚偽報告
をした者に20万円以下の
過料(H50の1) ○ ○ ○ ○

事業者の事業活動に関する計
画等（H22）

事業者 温室効果ガスの排出の抑制等のための計画策
定、公表、計画に係る措置の実施状況の公表

一般公表 努力義務

○ ○ ― ―

温室効果ガス算定排出量等の報告等
に関する命令

環境省・経済産業
省

特定事業所排出者に係る温室
効果ガス算定排出量の報告等
（報告の方法等）(H4の1)

特定排出者：
①エネルギー起源CO2：原油換算
使用量が1,500kl/年以上となる事
業所
②その他（メタン、NO、ハイドロフル
オロカーボン、パーフルオロカーボ
ン、SF6：各排出量が3,000t-CO2/
年以上の事業所
（H5の1、6、11）
連鎖化事業者：加盟者であって主
務省令で定める（フランチャイズ
チェーン）

主務省令で定めた事項（各年度）
※エネルギー起源CO2の報告は、省エネ法の定
期報告を本法の報告とみなす

事業所所管大臣 事業所ごとに報告
報告せず、又は虚偽報告
をした者に20万円以下の
過料

○ ○

化学物質 特定化学物質の環境への排出量の把
握等及び管理の改善の促進に関する
法律(PRTR法)

環境省 排出量等の把握及び届出
（PRTR)（H5）

第1種指定化学物質等取扱い業者
・従業員21名以上
・対象業種24業種
・第一種指定化学物質の取扱いが
年1トン以上
 （特定第一種指定化学物質は、年
0.5トン以上）

前年度の第1種指定化学物質の排出量及び移動
量（毎年度）

都道府県知事を
経由して国（事業
所管大臣）に報告

移動量の届出は
廃棄物として事業所外へ
の移動、下水道への放流
を含む

○ ○ ○ ○ △

OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
ｱ.化学物質の管理方針及び管理状況
ｲ.化学物質の排出量、移動量の低減対策に関する方針、目標、計画、
取組状況、実績等
ｳ.より安全な化学物質への代替措置の取組状況、実績等
ｴ化学物質排出把握管理促進法に基づくPRTR制度の対象物質の排出
量、移動量（トン）

法令では事業所
単位での報告
環境報告書では
頁数が膨大となる
ため合算

MSDSの提供
（H14）

指定化学物質等取扱事業者（指定
化学物質を他の事業者に譲渡、又
は提供するとき）

物質の性状及び取扱いに関する情報（MSDS) 指定化学物質を
提供する相手業
者

文書、磁気ディスク、
ファックス、電子メール等
で、相手方が承諾した方
法で提供

○ ○ ○ ○ ー ー

関連性有無の凡例
○：関連性が高い
△：関連性が低い（一部業種、事業所単位、濃度⇔総量など）
―：関連なし

届出媒体
紙媒体

BI-4-1：主要な指標等の一覧
ｳ.主要な環境パフォーマンス等の推移（過去5年程度）
・総エネルギー投入量(OP-1参照)
・温室効果ガスの排出量（OP-6参照）

OP-1：総エネルギー投入量及びその低減対策
ｱ.総エネルギー投入量の低減対策に関する方針、目標、計画、取組状
況、実績等
ｲ.総エネルギー投入量（ジュール）
ｳ.総エネルギー投入量の内訳（種類別使用量）（ジュール）
・購入電力（購入した新エネルギーを除く）
・化石燃料（石油、天然ガス、LPG、石炭等）
・新エネルギー（再生可能エネルギー、リサイクルエネルギー、従来型エ
ネルギーの新利用形態）
・その他（購入熱等）

省エネ法と同様

OP-6：温室効果ガスの排出量及びその低減対策
ｱ.温室効果ガス等排出量の低減対策に関する方針、目標、計画、取組
状況、実績等
ｲ.温室効果ガス（京都議定書６物質）の総排出量（国内・海外別の内訳）
（トン-CO2換算）
ｳ.温室効果ガス（京都議定書６物質）の種類別排出量の内訳（トン-CO2
換算）

備考

省エネ法と同様

ー

環境項目

届出単位
事業者 工場、

拠点
義務規
定

法令等名称

その他

条文の名称等 届出必要情報 届出先

地球温暖化対策の推進に関する法律 環境省

管轄省庁等

電子
データ

対象者

強制力
努力義
務規定

ー

環境報告ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの記載項目との関連性

○



関連性
有無

内容 △となる理由

届出媒体
紙媒体

備考環境項目

届出単位
事業者 工場、

拠点
義務規
定

法令等名称

その他

条文の名称等 届出必要情報 届出先管轄省庁等

電子
データ

対象者

強制力
努力義
務規定

環境報告ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの記載項目との関連性

化学物質 化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律(化審法）

環境省 新規化学物質製造等の届出
（H3)

新規化学物質を製造し、又は輸入
すようとするもの

新規化学物質の名称その他省令で定める事項 厚生労働省大臣・
経済産業省大臣・
環境省大臣 ○ ○ ○ ○ ー ー

一般化学物質等に関する届出
（H8)

１トン以上の化学物質を製造し、又
は輸入したもの

一般化学物質ごとの、毎年度、前年度の製造数
量又は輸入数量、用途等

経済産業大臣 罰則あり

○ ○ ○ ○ ○

ー

優先評価化学物質に関する措
置 届出(H9)

１トン以上の優先評価化学物質を
製造し、又は輸入したもの

優先評価化学物質ごとの、毎年度、前年度の都道
府県別製造数量又は国・地域別輸入数量、用途
等

経済産業大臣 罰則あり

○ ○ ○ ○ ○

ー

監視化学物質に関する措置
届出(H13)

製造し、又は輸入したもの 監視化学物質ごとに毎年度、前年度の製造数量
又は輸入数量、用途等（除く試験研究）

経済産業大臣 罰則あり

○ ○ ○ ○ ○

ー

第2種特定化学物質に関する
規制（届出等、表示）H35、R4

第2種特定化学物質を製造し、若し
くは輸入するもの又は第2種特定化
学物質使用製品を輸入するもの、
第2種特定化学物質取扱事業者

製品ごとに、製造または輸入予定数量その他（毎
年度報告、除く試験研究）

経済産業大臣 罰則あり

○ ○ ○ ○ ー

第1種特定化学物質に関する
規制（届出）H26

第1種特定化学物質を業として使用
しようとするもの

用途その他（除く試験研究） 主務大臣
○ ○ ―

有毒性情報の報告等（H41) 優先評価化学物質、監視化学物
質、第2種特定化学物質又は一般
化学物質（報告対象物質）の製造
又は輸入の事業者

その対象物質について、有害性（難分解性、高蓄
積性、人毒性あり、生態毒性あり）に係る試験を
行った場合、又は同等の知見を得た場合

厚生労働省大臣・
経済産業省大臣・
環境省大臣

罰則あり

○ ○ ○ ―

情報の提供(H12) 業として優先評価化学物質を使用
するもの、その他業として取り扱う者
（優先評価化学物質取扱業者）が、
優先評価化学物質を他の事業者に
対し譲渡し、又は提供するとき

優先評価化学物質の名称等の情報を提供するよ
う努める

相手方の事業者 サプライチェーンにおけ
る情報伝達（2011.4.1)
努力義務

○ ○ ○ ○ △

情報提供(H16) 業として監視化学物質を使用するも
の、その他業として取り扱う者（監視
化学物質取扱業者）が、監視化学
物質を他の事業者に対し譲渡し、
又は提供するとき

監視化学物質の名称等の情報を提供するよう努
める

相手方の事業者 サプライチェーンにおけ
る情報伝達（2011.4.1)
努力義務

○ ○ ○ ○ △

廃棄物・リサイクル 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 環境省 一般廃棄物の処理
 建設廃棄物の保管
（H12、K8）

事業者 建設事業に伴う（特管）産業廃棄物を生じる事業
所の外で、300m3以上の場所に保管を行おうとす
る旨

知事

○ ○ ― ― ―

一般廃棄物の処理
 多量廃棄物排出
（H12、R6、K8）

多量の産業廃棄物（1000トン/年以
上）を生ずる事業者

産業廃棄物減量化計画（様式第2の8）を作成し6
月30日までに知事に提出し、翌年6月30日までに
実施状況（様式第2の9）を報告
・計画期間、事業、管理体制、抑制、分別、再生
利用、中間処理、埋立又は海洋投棄、処理委託
に関する事項

知事

○ ○ △

特別管理産業廃棄物
 多量廃棄物排出
（H12、R6、K8）

多量の特管廃棄物（50トン/年以
上）を生ずる事業者

特管産廃物減量化計画（様式第2の13）を作成し
知事に提出し、翌年6月30日までに実施状況（様
式第2の14）を報告すること

知事

○ ○ △

産業廃棄物管理表（マニフェス
ト） 知事への報告書
（H12、K8）

管理票交付者 事業者ごとの毎年6月30日までの前年度交付状況 知事
○ ○ ― ― ―

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法

環境省 PCB廃棄物の規制
(1)保管等の届出（H8、K4附則
2）

事業者及びPCB廃棄物を処分する
もの

「PCB廃棄物の保管及び処分の状況」を施行規
則様式1号を用い、知事に届出る

知事

○ ○ ○

OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
ｱ.化学物質の管理方針及び管理状況
ｲ.化学物質の排出量、移動量の低減対策に関する方針、目標、計画、
取組状況、実績等

ー

H.2.2は法第2条2項1号を指す。Rは施行令,Kは施行規則を指す。

届出先省庁によ
り異なる

都道府県毎に
異なる

都道府県毎に
異なる

都道府県毎に
異なる

都道府県毎に
異なる

都道府県毎に
異なる

OP-9：廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策
ｱ.廃棄物等の発生抑制、削減、リサイクル対策に関する方針、目標、計
画、取組状況、実績等
ｲ.廃棄物の総排出量（トン）
ｳ.廃棄物最終処分量（トン）

法令は減量化計
画のみを届出

OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
（記載することが期待される情報・指標）
川上（化学物質製造事業者等）から川下（成形品製造事業者等）への化
学物質有害性情報に係る伝達の方針及び取組状況

法令では化学物
質の名称等を情
報伝達

OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
（記載することが期待される情報・指標）
化学物質の製造・輸入量、取扱量、平均保管量、最大保管量（トン）、用
途等


